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5. 紙媒体で提出することが可能な申告書等のひとつに、預貯金口座振替依頼書兼納付書

送付依頼書があるが、これについては、実務上は柔軟な対応がされているものの、原則

は発信主義ではなく到達主義を採用している。そのため、収受日付印がないことにより

口座振替の利用可能時期の判断を誤る虞がある。よって、申告書等としてすべての書面

に収受日付印を押さない国税庁の方針は、納税者にとって不測の事態を招く可能性が

高い。 

6. オンライン申請等の推進に関し、マイナンバーカードの利用が必須となっているが、直

近でも不祥事が続くなど、マイナンバーカードへの信頼性が揺らいでいる中では、時期

尚早である。 

7. 本件見直しの実施予定である令和６年４月までには、到底、すべての納税者のデジタル

デバイドが埋まることは想定できず、時期尚早である。 

8. そもそも e-Tax の利用拡充と収受日付印の押なつの取りやめは無関係であり、税務行

政における納税者サービスの低下でしかない。 

9. デジタル社会のあり方として、すべての紙媒体を排除し電子化をするのではなく、紙媒

体と電子媒体が共存することによって、各々の利便性や必要性に応じた取捨選択が可

能になることこそが重要なのであって、強制的に紙媒体を排除することにより電子化

を進める方針は、納税者に対する単なる押し付けでしかない。 

 

以上 

 






